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１ ．はじめに
　わが国において、代理人が2000年にプロ野球において導入されて以降、また J リーグにおいては、
１９９３年の開幕以降、スポーツ代理人制度は、徐々にではあるが、普及してきているところである。
20１0年 １ 月時点で、プロ野球選手会登録代理人数は2３6名（内訳は、弁護士2３３名、メジャー・リー
グ選手会公認代理人 ３ 名）で、そのうち弁護士代理人経験者は6１名と報告されている。実際に活動
しているのは１0名程度であるとも言われている。
　アメリカにおいて、スポーツビジネスは巨大産業になってきている。アメリカには、NFL、MLB、
NBA、NHL の 4 大プロスポーツがあり、また NCAA など大学のスポーツも人気である。米大リー
グ選手会の調査によると、「今季の大リーガーの平均年俸は３8１万8９2３ドル（約 4 億 6 千万円）で史
上最高だった。来季は400万ドルを超える見通し」（日経新聞20１4年１2月24日）とのことである。こ
の 4 大プロスポーツを中心に代理人 ･ エージェント活動が展開してきている。登録されているエー
ジェントは大体、NBA３５0人、NHL１５0人、NFL800～１000人、MLB３00人とされる。昨今では、「ス
ポーツ・エージェント産業」とも呼ばれ、エージェント専門の会社、そしてこれら企業が合併を繰
り返す巨大エージェントも出現してきている。このようなエージェント業界の隆盛とともに、エー
ジェント活動に伴う様々な問題も発生してきている。たとえば、エージェントによる選手の財産の
流用、着服、過大な報酬請求、利益相反行為などのスキャンダルが発生している。また、エージェ
ント間での激しい競争のため過度な選手獲得競争も生まれ、法的問題に限らず、選手やその親、親
族、友人などへの賄賂や過剰接待などの倫理上問題も提起してきている。
　エージェントの活動を取り締まる動きが最初にカリフォルニア州においてにみられ、その後、ミシ
ガン、オハイオ州などでも規制する措置が取られるようになっていった。このようなエージェント規
制の動きが高まる中、全米大学体育協会（National Collegiate Athletic Association： NCAA）は――
実際にはフロリダ大学学長D'Alemberteが――１９９6年に州法統一に関する全米委員会会議（National 
Conference of Commissioners on Uniform State Laws：ULC）に働きかけて、１９９７年にプロジェク
トが開始し、2000年に統一アスリート ･ エージェント法（Uniform Athlete Agents Act：UAAA）
が成立する。その後、2004年にスポーツ ･ エージェント責任と信認法（Sports Agent Responsibility 
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and Trust Act：SPARTA）が連邦法として成立する。このような制定法レベルでのエージェント
規制の動きとともに、スポーツ団体組織独自のエージェント規制も行われるようになってきている。
　アメリカでは、MLB 選手会が20１0年に代理人規制の規約改正を行い、代理人のみならず、選手の
身の回りの世話を行うエージェントも登録の対象となるなど、代理人契約の実態把握をするように
なった。また、シーズン中での代理人変更を制限するなど、代理人による勧誘活動に対しても監視
を行うようになってきている。このような規制は、悪質な代理人を排除し、適正な代理人活動を保
護しようという試みとされている。わが国でも、弁護士以外にも選手とマネジメント契約を行う会
社が現われてきている。
　本稿では、メジャーリーグベースボール（MLB）選手会によるエージェント規制を紹介しながら、
いわゆるスポーツ代理人として何が求められているのか考察するものである。本稿では、通常想定
される代理人業務よりも広範の役務・サービスを提供している点から，エージェントという言葉を
用いる。
２ ．統一アスリート ･ エージェント法（Uniform Athlete Agents Act：UAAA）
　前述したように、UAAA の制定には、NCAA の影響がみられるのであるが、NCAA では、その
規約において学生選手は、エージェント契約を結ぶことによって選手資格を喪失するとされ、これ
は、口頭もしくは書面によって、そして将来に向けた約束であっても同様とされている（NCAA 規
約１2.３.１.1）。もっとも、ドラフトなどの情報提供をエージェントから受けることは認められており、
選手とエージェントとの接触そのものが禁止されているわけでない。そのため、学生選手が選手と
して活躍している最中に接触して、エージェント契約を結ぼうとするエージェントが出てくること
になる。
　UAAA の序文には、次のような記述がなされている。
　アメリカ合衆国におけるプロスポーツリーグの普及、商業的契約に対するスポーツ選手に支払われ
る破格の報酬とともに、このようなスポーツ選手をとりまくビジネス環境というものが非常に競争
的なものとなってきている。依頼者の収入を最大化することは、確かに「アメリカ流」なのである
が、その一方で、学生選手の在学中の勧誘はその資格性の問題を惹起する。特に、学生選手がエー
ジェント契約に署名することの意味を理解していない場合や大学当局に知らせることなく、エージェ
ント契約が締結されてしまう場合などは深刻な問題となる。悪質なエージェントが学生をミスリー
ドするような場合にはさらに事態は深刻なものとなる。
　UAAA は22条から成り、第 １ 条「法令の名称」、第 2 条「定義」、第 ３ 条「召還手続き」、第 4 条
「エージェント契約無効事由」、第 ５ 条「エージェント登録要件」、第 6 条「学校教育機関の保護」、第
７ 条「登録拒否、資格取消」、第 8 条「仮登録」、第 ９ 条「更新」、第１0条「契約書式」、第１１条「教
育機関への通知」、第１2条「選手の取消権」、第１３条「記録保管義務」、第１4条「禁止行為」、第１５条
「刑事罰」、第１6条「民事法による救済」、第１７条「行政罰」、第１8条「本法の解釈の統一」、第１９条
「電子認証法の適用」、第20条「本法の不可分性、廃止」、第22条「発効日」という構成になってい
る。
（ ３ ）
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（ １ ）エージェントの定義
　UAAA では第 2 条に定義規定が置かれエージェントとは、学生選手とエージェント契約を締結す
る、あるいはエージェント契約を締結するために直接的 ･ 間接的方法を問わず、選手を勧誘する者
を指す。なお、学生選手の配偶者、親、親族、祖父母、後見人はエージェントには含まれない。ま
た、専らプロスポーツ ･ チームや組織に代わって活動する者やエージェント会社も除くとされてい
る。エージェントには、エージェント契約を締結するために選手を勧誘するために活用される「ラ
ンナー」も含まれているとされる。また、エージェント契約とは、プロスポーツ契約やエンドース
メント契約を学生選手に代わって交渉することを学生選手がある人物（エージェント）に権限付与
する、口頭もしくは書面による契約を意味する。
　学生選手とは、大学間スポーツに参加する、あるいは将来参加資格のある者を指とされ、学生が
エージェントとコンタクトを有することで大学間スポーツにおいて永久的に参加資格を失うことにな
る。この場合のコンタクトとは、エージェント契約締結のため学生選手を勧誘するためのエージェ
ントと学生選手との直接ないし間接的なコミュニケーションをとることとされる。なお、学生選手
に情報を提供するような会話はコンタクトの定義には含まれないとされ、たとえば、プロのドラフ
トにおいてその選手が期待される順位に関する情報などはエージェント契約の勧誘には影響しない
とされ、単なる選手との会話もエージェント活動とはみなされない。エージェントが登録認証を受
けることなく、エージェント活動をすればエージェント契約は無効となる（第 4 条）が、エージェ
ント活動を開始して ７ 日以内に登録申請をすれば有効とされている。
（ ２ ）エージェントの登録要件（第 ５ 条）
　UAAA は、エージェントの申請登録に関しても要件を定めており、下記の事項の記載が求められ
る。
①申請者の氏名、申請者の主たる営業地の住所
②申請者の企業名もしくは雇用主の氏名
③過去 ５ 年間の申請者の従事した職業、事業
④申請者のエージェントとしてのトレーニング経験、エージェント活動に関する実務経験、エー
ジェント活動に関連する学歴
⑤照会先となる ３ 名の個人（親族を除く）の氏名、住所
⑥ 過去 ５ 年間において申請者がエージェント活動を行った選手の氏名、最後のチーム名、スポー
ツの種類
⑦ エージェントの雇用が、会社組織でない場合、パートナー、構成員、役員、経営者、共同経
営者、利益配当を受ける者等の氏名及び住所
⑧会社組織の場合、役員、取締役、 ５ ％以上の保有株式を有する株主の氏名、住所
⑨申請者もしくは上記関係者の反道徳的行為から重罪までを含めた犯罪歴
⑩ 申請者もしくは上記関係者が虚偽表示、不当表示、詐欺ないし欺瞞的表示を行ったとする行
政もしくは裁判所による認定
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⑪ 申請者もしくは上記関係者の行為によって、学生選手や教育機関が全国大学競技会や学校間
競技会への参加資格喪失、資格停止等の制裁を受けたこと
⑫ 職務上の理由で申請者もしくは上記関係者に課された制裁、一時的資格停止、その他懲戒処
分
⑬ある州での申請者もしくは上記関係者による登録申請の拒否、資格停止、取消、更新拒絶
（ ３ ）認証手続き
　さらに、登録申請がなされると、認証手続きが予定されており、第 6 条によれば、州務長官はエー
ジェントの適格性を判断しなければならないとされ、以下の事項を考慮しなければならない。
①反道徳的行為から重罪までを含めた犯罪歴
② 申請時並びにエージェントとしての、虚偽表示、不当表示、詐欺ないし欺瞞的表示の経験の
有無
③フィディシャリーとしての能力を有していないと判断させるような申請者の行動
④１4条違反行為
⑤過去の申請・資格申請における資格停止、取消、申請拒否、更新拒否
⑥ 学生選手や教育機関が全国大学競技会や学校間競技会への参加資格喪失、資格停止等の制裁
を受けたことへの関与の有無
⑦申請者の信頼、正直さ、インティグリティを著しく損なう過去の行為
（ ４ ）エージェントの禁止行為（第 １0 条）
　第１4条（a）項においては、エージェント契約締結のため、以下の行為を禁止している。
①虚偽もしくは誤解を与える情報を提供すること、虚偽の約束、不当表示をすること
②契約締結前に学生選手に金銭的価値のあるものを提供すること
③学生選手以外の人物もしくは別の登録エージェントに金銭的価値のあるものを提供すること
　これ例外に、第１4条（b）項では、エージェントが故意に以下の行為をすることを禁止している。
①登録前に学生選手とコンタクトをとること
②第１３条のもとでの記録の調査を拒否もしくは懈怠すること
③第 4 条の登録を怠ること
④登録・登録更新において虚偽もしくは誤解を与える情報を提供すること
⑤契約日を変えること
⑥無資格になることを学生選手に警告しないこと
　第１4条（a）項は契約締結時における不正な勧誘行為を禁止したものであるのに対して、（b）項
はそれ以外の状況下での遵守義務違反といえる。なお、同条違反に対しては刑事罰が予定されてい
る。
　UAAA は、エージェントの行動を規制するとともに、エージェント契約についても規制をして
いる。第１0条は、エージェント契約において必要的記載事項を規定しており、①当事者の署名、②
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エージェントによって提供されたサービスに対して支払われる対価、また②契約締結やサービス提
供に対してエージェントが選手以外の人から受け取るその他の対価の金額とその計算方法、③エー
ジェントの申請書に記載されない、エージェント契約によって補償を受ける人の氏名、④学生選手
が負担する費用、⑤学生選手に提供されるサービスの内容、⑥契約期間、⑦契約日が記入されなけ
ればならないとする。さらに、本契約によって学生選手は選手資格を失うこと、本契約から７2時間
以内に大学に通知をしなければならないこと、学生選手は 2 週間以内であれば本契約を取り消すこ
とができる旨の警告文が太字の大文字で契約書に印刷されてなければならないとする。第１2条では、
学生選手の契約取消権も明記されている。
　第１１条において、７2時間以内の教育機関への通知義務が規定されており、これは、無資格選手を
大会に参加させないようにすることによって NCAA の制裁から教育機関を保護することにあると
される。また、本法に違反するエージェントに対して教育機関は損害賠償請求をすることが認めら
れている。
　エージェントに対しては、記録保持義務が課されており、エージェント契約書、代理した選手の氏
名、リクルートに要した費用などに関する記録を ５ 年間の保管することが義務付けられている（第
１３条）。
３ ．SPARTA（Sports Agent Responsibility and Trust Act）
（ １ ）SPARTA の特徴
　UAAA はモデル法であったため、結局、各州が採択しない限り、エージェント規制は実現できな
いことから、各州の規制を統一する必要から、連邦議会は、2006年、エージェントによる「人を欺く
行為や慣行」を禁止する、連邦スポーツ・エージェント責任・信認法（Sports Agent Responsibility 
and Trust Act（SPARTA）を制定した。SPARTA の成立に尽力したのは、ネブラスカ大学にて
2５年間フットボールチームのコーチを務め、引退後、ネブラスカ選出の国会議員となった、Tom 
Osborne 議員であった。
　SPARTA は 8 条からなり、第 １ 条「法令の名称」、第 2 条「定義」、第 ３ 条「禁止行為」、第 4 条
「連邦取引委員会（FTC）による執行」、第 ５ 条「州による訴訟提起」、第 6 条「学校教育機関の保
護」、第 ７ 条「本法以外の救済」、第 8 条「立法者趣旨・UAAA 採択奨励規定」という構成となって
いる。第 8 条で、立法者趣旨として、「悪質なスポーツエージェントからアマチュア選手のインティ
グリティを守ること」を掲げている。
　SPARTA は、UAAA とは異なり、エージェントの登録や契約書式を義務づける条項や選手の取
消権規定等がないため、UAAA の採択を促す規定（第 8 条）が置かれている。また、SPARTA は、
NCAA の影響の下、州による UAAA の採択を促すために、制定されたため、同法の規制内容は、
基本的に UAAA と同じものとなっている。たとえば、エージェントやエージェント契約の定義は
全く同一の内容となっている。
　同法のいくつか特徴的な点としては、まず第 １ に、――実際の運用については疑問視されている
ものの――エージェントによる不公正な取引、詐術的行為といった違反行為については、連邦取引
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委員会（FTC）による取締りを規定した。また、州の司法長官、検事総長に州住民の利益が脅かさ
れると考えられる場合、エージェントに対して警告を出したり、民事訴訟を提起することができる。
　第 ５ 条は、以下のような場合に、州の司法長官にエージェントに対する民事訴訟を提起する権限
を付与した。
①エージェントは学生選手に対して、虚偽の約束をすること
②エージェント契約を締結するための金銭供与
③ エージェント契約を締結することにより学生選手としての資格を失うことを警告するのを怠
ること
④エージェント契約時に、実際の日付ではなく、虚偽の日付を記入すること
（ ２ ）小括
　UAAA 及び SPARTA の規制は、申請登録による規制を中心とし、過去の違反行為等を情報開示
させることにより、エージェントとしての適格性を判断しようとするものである。また、代理人契
約の内容についても規制がなされており、どちらかというと消費者保護的な色彩が強いといえる。
エージェントに対する禁止行為についても学生選手とのエージェント契約締結事項を中心に定めら
れており、違反行為に対する刑事罰や行政罰も用意されている。そして、大学などの教育機関保護
のための通知義務や損害賠償規定が置かれているが、UAAA 及び SPARTA は学生よりも NCAA
の加盟校の利益を優先しているとの批判もある。
　基本的に、SPARTA は学生とエージェントとの接触を規制する目的で制定されたものであり、そ
の適用範囲はかなり制約的なものといえ、（プロ）スポーツ選手と代理人との幅広い関係を規制する
必要性を無視しているとの批判を受けている。
３ ．エージェント規制に関する MLBPA 規則（MLBPA Regulation governing Player Agents）
（ １ ）エージェント規制に関する MLBPA 規則の特徴と目的
　そもそもなぜ選手会がエージェントを規制することができるのかということであるが、選手会は、
球団との間の基本協約（Basic Agreement）に基づき、排他的な団体交渉権を有している。協約で
定められた最低賃金を超える部分については選手個々人が交渉権を有し、選手に代わって代理人が
契約交渉をすることが可能とされている。もっとも、基本協約第 4 条では、選手会が認証したエー
ジェントしか球団との契約交渉ができないということになっているため、選手会は、エージェント
の認証要件に関する規則を制定する権限を有していることになる。
　エージェント規制に関する規則は、最初に2008年に制定されたが、20１0年１0月 １ 日に大幅に改正
された。本規則は、１0条から成り第 １ 条「序：目的」、第 2 条「定義規定」第 ３ 条「本認証を必要と
する行為」、 ５ 条「エージェントとしての行動指針」、第 ５ 条「エージェントとしての認証行為」第
6 条「代理人委任書並びに代理人契約」、第 ７ 条「排他的仲裁手続き」、第 8 条「本規制の運用、解
釈並びに執行」、第 ９ 条「選手代理人諮問委員会」第１0条「施行日及び改正手続き」という構成であ
る。
（ 4 ）
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　今回の改正規則の目的としては ５ つの柱が示されている。
　まず第一に、エージェントとなるための最低限の資格要件を定め、彼らに対する統一的な行動規
範、フィディシャリーとしての責任を明確化し、これらを実施することである。
そして、第 2 に、本規則に従って行動することに同意した認証されたエージェントを選択する機会
を選手に提供し、団体交渉における選手の地位に応じた、フイデイシャリーとして、誠実で、有能
で忠実にかつ熱心に選手を代理もしくはアドバイスするエージェントを選択する機会を提供するこ
とである。
　第 ３ として、認証を受けた代理人の選択に関して、選手が十分に開示された情報を得た上で意思
決定ができる機会を提供することとする。そのために、選手のアドパイザ一もしくは代理人として
フィディシャリーなサービスを提供する人の能力に関する包括的な情報開示を提供にすること、そ
してエージェントに代わって選手をリクルートしたり、顧客維持サービスを提供する人の行動を規
制することであるとする。
　第 4 として、国際的に活動するあるいは州を跨いで活動するエージェントなどは、その活動を規
制する、国や州、さらに地方ごとに時として矛盾した、異なる法や規則等が適用されることになる
が、これらに関係なく、エージェン卜に適用されるルールの統一性、一貫性を確保すること
　第 ５ に、契約関係、取引、契約上の債権債務に関して、選手及びエージェントに公正かつ、効率
的で簡便な紛争解決手続きを提供すること
（ ２ ）MLBPA 規則の対象
　本規則の主たる対象は、代理人であるエージェントであるが、今回の改正においては、その対象
範囲を拡大し、エージェント以外に選手のリクルートや顧客サービスを専門とする者も対象として
いる。そのため、通常の代理人業務などを行うエージェントについては包括認証という形での申請
を求め、選手のリクルートや顧客サービスを専門とする者については限定認証として 2 種類の認証
制度に分けている。
　包括認証の対象となるエージェントとは、メジャ ・ーリーグ統一選手契約書や基本協約、メジャ ・ー
リーグ規則の運用 ･ 執行に関する事項及びメジャー・リーグ統一選手契約書に規定された事項に関
する交渉や、球団 ･ リーグ ･ コミッショナー事務局 ･ その他関係者との交渉において選手を代理し、
支援 ･ アドバイスする者と定義されている。
　限定認証の対象となるのは、ドラフト・アドバイザー、リクルートや顧客サービス提供者である。
ドラフト・アドバイザーとは、メジャー・リーグの新人のドラフトに関して、選手、両親、後見人
などにアドバイスを提供する者とされる。また、リクルート活動とは、①現在の代理人に満足して
いるかどうか尋ねるなど、今後の代理人やドラフト・アドバイザーの選択についてビジネスカード
や販売促進のための資料を配布する行為、②特定の代理人やドラフト・アドバイザーのクライアン
トになるように、選手やその家族、後見人などを説得・勧誘などをする行為、③現在利用している
代理人契約を替えるように選手やその家族、後見人などを説得・勧誘などをする行為などが該当す
るとされる。
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　顧客サービス（Client Maintenance Service；以下 CMS）とは、文字通り、選手を繋ぎ止めておく
サービスであり、①マーケティング活動、②コンシェルジェ・サービス、③法律・会計・金融サー
ビスのこれらには ３ 種類あるとされる。
　マーケティング活動としては、エンドースメント契約、製品のライセンス契約、肖像権契約、出
版、映画、テレビ、パブリシティ権などのフィールド外の契約の提供などがあり、②コンシェル
ジェ・サービスとしては、野球用品の購入・提供、トレーニング施設の予約や提供、飛行機など交
通機関の手配、乗り物や引越し等移動の手配、個人的な買物のサービス、住居の手配、スポーツ・エ
ンターテイメント等のイベントチケットの手配、その他類似サービスなど多岐にわたる。③法律・
会計・金融サービスとしては、法律上の代理行為や法的アドバイス、会計・税務に関するアドバイ
ス、還付手続き、金融に関するアドバイス、資産管理、債務の支払い、投資サービスなどが挙げら
れている。
　これら規定から窺えることとして、必ずしも全ての選手が利用するわけではないものの、非常に
多様なサービスが提供されていることが分かる。今回の改正の目的は、代理人活動には、実はこの
ような副次的なサービスの提供が選手の獲得やエージェント契約の維持に重要な役割を果たしてお
り、これらのサービス提供の有無を含めて、どのようなエージェント契約が結ばれているのか、ま
た誰がサービス提供者となっているのか、その内容も含めて、エージェント活動の全体像を把握し
ようとする試みといえる。そのため、エージェントと提携していないこれら CMS 提供者は規制の
対象外におかれている。
　シーズンオフにおける代理人の変更についても規制がなされ、１0月１５日以降もしくはシーズン終
了の日から１５日後から翌年の 2 月22日の間で、翌年のシーズン契約を行っていない選手、給与仲裁
の資格のある選手、フリーエージェントの資格のある選手は、まず最初に選手会に相談しない限り、
代理人契約やエージェント委任契約を撤回することはできない。また、選手会との相談が終了する
までは代理人契約やエージェント委任契約の撤回は認められない。このような規制は選手の代理人
選択の自由を制限するものであるが、選手会によれば、物品やサービスを「餌」にエージェントを
替えさせる悪質なエージェントから選手を保護することを目的としているとされる。
（ ３ ）申請行為に関する規制
１ ）認証要件
　認証の要件としては、第 4 条以下に規定があり、いくつかの原則が定めてある。
　まず、申請者は法人ではなくエージェント個人による申請が原則とされる。また、これまでエー
ジェントとして認証されてきた者についても、今回の改正を受け、新たな基準のもとでの再申請を
義務付けた。申請に際しては、申請費用として５00ドルを支払わなければならないとされ、後述する
（2１頁に及ぶ）所定の申請書類とともに、代理人契約書への選手による署名のある「代理人委任状」
と申請者と選手（今後、メジャーリーガーとなる見込みのある選手）との間の「エージェント契約
書」の提出を義務付けている。 ３ 年間活動していないエージェントは「活動停止エージェント」と
して位置づけられることになる。
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2 ）認証書類上の要件
　申請者は、選手会所定の申請書（application）の他、選手の署名した委任状、エージェント契約
書の提出が求められる。申請書類は、１40項目（28頁）に及ぶ記載が求められる。１0項目に田別する
ことができる。
i）個人情報に関する質問事項
　これは、申請者のこれまでのメジャー球団との関係性を聞くもので、いわゆる利益相反が疑われ
る人物かどうかの内容となっている。
　たとえば、①申請者がメジヤーリーグ、マイナーリーグ等の野球球団、その他プロクラブの所有
権の取得やビジネス関係をこれまでに有していたかどうか、② 外国のチームも含めて、メージャー
リーグ、マイナーリーグ等での選手経験、プロ野球チームでのプレー経験、コーチ経験、マネー
ジャー経験の有無、③ MLB コミッショナー事務局、メージャーリーグ、マイナーリーグ等の野球
球団ないしその関連企業、その他海外も含めたプロスポーツ組織での労働経験の有無、④アマチュ
ア等を含めた野球チームの所有経験、卜レーニング施設や野球アカデミーの所有経験の有無、⑤プ
ロチームのオーナーとのビジネス・パートナーないし共同投資経験の有無、⑥申請者の関連企業等
がメージャーリーグ、マイナーリーグ等の野球球団ないしその関連企業、その他海外も含めたプロ
スポーツ組織の所有者、パートナー、株主、役員、スカウト、マネージャー、コーチ、その他使用
者の代理経験の有無、⑦申請者の家族や所属する企業等がメージャーリーグ、マイナーリーグ、そ
の他プロスポーツの組織の株取得、ビジネス関係の有無、⑧申請者が弁護士、会計士、その他専門
家である場合、申請者の同僚がメージャーリーグ、マイナーリーグ、関連企業、その他プロスポー
ツの組織の代理人、コンサルタント、アドバイザー等の経験の有無など
ii）学歴に関する質問
　エージェントは、基本的に大学卒業が条件とされている。学歴に関しては、①卒業した高校、大
学等の名称、所在地、在籍期間、卒業年度、中退の場合は中退理由、②ロースクールの修了の場合
には、修了したロースクールの名前、所在地、在籍期間、専門とする分野、ロースクールを修了し
ていない場合でも取得科目や在籍期間、修了しなかった理由などを書くことが求められる。また、
大学等による懲戒処分を受けた場合は、処分機関名、処分名、処分の日付、処分理由などを書くこ
とが求められる。弁護士の場合には、所属する弁護士会名、入会年度、弁護士会による懲戒処分の
経験の有無などが聞かれる。
iii）資格に関する質問事項
　エージェントの有する資格については、次のような質問がなされている。①他のスポーツ団体等
からの代理人認証の有無及びエージエン卜しての認証拒否の経験、②統一アスリ一トエージエン
ト法の下での登録 . 認証経験の有無と認証拒否された経験（拒否をした州名、措置の内容、発生日
時、その理由）、③その他取得資格の有無（例として、公認投資アドバイザー、公共会計士 （public 
accountant）、公認生命保険士（chartered life underwriter）、⑤申請者の行動によって高校・大学
等の教育機関によって懲戒行為を受けた選手の有無、⑥職業の資格付与の認定を行う組織（政府系、
非政府系を問わず）から資格停止、資格剥奪、叱責、問責、その他懲戒処分を受けた経験の有無、
10
N. Ishido CHUKYO LAWYER
⑦弁護士、その他専門家の認証機関から申請者の行動に関する申立ての有無、⑧政府機関等によっ
てその専門職としての開業を拒否、取消、停止等の処分経験の有無
iv）エージェント業務に関する質問事項
　スポーツエージエントが企業などの場合にはエージェントの組織名、組織の種類、住所、連絡先、
申請者の役職、業務内容、パートナーシップの場合のパートナー、役員の名前などの記載が求めら
れる。また、エージェントがリクルートをする人や CMS 提供者を雇用する場合にはこれらの関係
者の氏名等についても記載することが求められる。
v）代理人としての経験に関する質問事項
　代理人の経験に関しては、①これまでの代理人としての経験年数と契約数、②マイナーリーグの
選手を代理してきた経験年数や、契約件数、③現在のクライアントの氏名と所属する球団名、④過
去のクライアントの氏名とその選手が現在所属する球団名、契約期間などの記載が求められる。
vi）提供されるサービスに関する質問
　エージェントとして選手に提供している具体的なサービス内容を書くことが求められる。
　提供されるサービスとしては以下の項目がある。
　　 ①メジャー契約交渉、②賃金交渉の仲裁、③マイナー契約交渉、④外国の野球リーグでの契約
交渉、⑤ドラフト候補者へのアドバイス、⑥野球用品、⑦肖像・エンドースメント契約、⑧財
産運用（financial planning）、⑨投資アドバイス、⑩資産運用管理（asset management）、⑪請
求書支払サービス（bill-paying）、⑫税金対策・アドバイス、⑬還付手続、⑭財産管理、⑮相続
対策（estate planning）、⑯法律上のアドバイス、代理行為、野球に関するアドバイス・指示、
⑰練習、練習施設、⑱カウンセリング、⑲個人的な買い物飛行機の予約、旅行の手配、⑳住居
の手配、（引越しなどの）車や財産の移動、イベント等のチケットの手配、その他のサービ
ス
　また、エージェントが直接これらのサービスを提供していない場合でも、サービス提供機関との
関係性なども聞かれている。
vii）代理人の報酬・費用に関する質問事項
　エージェントが選手から受けとる報酬については、非常に詳細な質問事項となっている。①契約交
渉に要する費用、報酬の割合、計算方法、②通常の契約交渉とは異なった報酬 ･ 費用、③オプショ
ン的な費用徴収方法の有無とその計算方法、④選手に対して求償する費用の有無、具体的な求償し
た品目、⑤契約交渉の段階で発生するその他費用、例えば、仲裁費用、選手契約書の管理・執行、
苦情処理、卜レード、損害賠償等の付加的な費用の有無、⑥追加サービスの項目と費用、⑦契約交
渉費用を選手に求める日時、契約更改時等、⑧肖像権 ･ エンドースメント契約等に対する費用徴収
の有無と計算方法、⑨契約交渉以外のサービスに対するエージェント費用の徴収の有無、⑩税金対
策・アドバイス、還付手続、財産管理などに関する費用
viii）選手の財産管理に関する質問事項
　これまでの選手の金銭、預金などをエージェントがどのように扱っているのかということに関す
る質問が主となっており、①選手の預金ロ座を預かっているかどうか、その場合の保証金（ボンド）
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の額等、②エージェント以外の会社等に預けている場合の取り扱い、さらには③これら企業等から
のエージェント費用・報酬等の受け取りの有無が聞かれている。
ix）訴訟、仲裁、その他クレーム経験の有無
　犯罪歴のほか、申請者もしくは申請者が所属する組織が破産手続きも含めて裁判において被告と
なった経験の有無、特に、詐欺、不実表示、ファンドの流用、横領、信認義務違反、偽造、過誤、
その他不正行為等で訴えられた経験の有無について聞かれる。また、裁判に限らず、行政機関によ
る仲裁、行政罰処分や MLBPA による仲裁経験の有無、クレーム経験の有無などについても尋ねら
れる。
x）贈与・ローンに関する質問事項
① 本申請以前の 2 年間の間に、申請者もしくは申請者が関係する組織がアマチュアないしプロ選手、
親族、関係者に対して５00ドルを超える贈与 ･ ローンの提供の有無、②選手からの５00ドルを超え
る贈与 ･ ローンの提供の有無について聞かれ、その具体的内容についても記載するように求めら
れている。
xi）代理人契約（規則 6 条）
　申請書類とは別に、選手会所定の代理人委任書は毎年提出することが義務付けられている。これ
によって、球団に対して代理人として活動することが認証された人物であることを選手会が認める
ことになる。代理人委任書には、選手の署名とその日付、所定の添付書類のへの記載、選手会への
提出がなされなければ、効力を有しない。また、英語ができない選手については母国語での翻訳書
類の作成も義務付けられる。
　選手会によって認証を受けたエージェントは選手との間でエージェント契約書を締結しなければ
ならない。同契約書では、特に①選手に提供されるサービスの内容、②提供されるサービスの費
用、③求償される場合の費用が明記されていなければならない。この契約書は選手に提供されなけ
れば効力を有しないとされ、また契約書作成後、そのコピーが１0日以内に選手会に送付されなけれ
ばならない。また、翻訳書類がある場合には同様に送付されなければならない。エージェント契約
は、 １ 年を超えて契約することはできないとされ、自動更新は認められていない。また、選手がメ
ジャーリーグの40人登録選手になる前に締結された代理人契約は効力を持たないとされ、選手が基
本合意書で定められた最低賃金を超えない限り、エージェントは代理人費用を徴収することはでき
ない。また、最低賃金を超えた場合であっても、代理人費用の負担により最低賃金を下回ることは
できないとされている。プレイオフ、ワールドシリーズ、団体交渉による選手手当て、基本合意書
に基づく国際試合による手当て、選手会によるライセンス契約、その他選手会による団体交渉等か
ら生じる手当て等については、エージェントは費用徴収をすることができない。
　企業等の法人の名で代理人契約が締結される場合には、エージェントして指名された者がその会
社で代理人として認められない場合には、本契約が当該企業を拘束するという付帯条項を記載しな
ければならないとされている。企業名によるエージェント契約は、本項に反していかなる効力も有
しないとされる。
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３ ）認証拒否事由
　代理人の認証が拒否される事由としては、以下の事由が挙げられている（規則 4 条（M））。
①書類上の不備
②選手会に対する非協力的な対応：具体例として、選手会が求める会議への出席、電話連絡、
情報や書類等の提供を拒否もしくは懈怠すること
③虚偽の申請内容、記入漏れ等
④認証に求められる学歴、経験、能力の不足、信頼・インテグリティの欠如
⑤忠実義務違反や利益相反等の違反行為
⑥不実表示、ファンドの流用、窃盗、詐欺、信認義務違反、選手に対する不適切な勧誘行為
⑦申諸前に代理人として行動
⑧申諸前に CMS として行動
⑨その他違反行為
　なお、認証拒否がされた場合であっても不服申し立てが認められている。
4 ）認証後の遵守義務
　申請に際して認証を受けた後、代理人として以下のことが求められる（規則 ５ 条（A））
①申請書に変更が生じた場合等の最新の情報提供義務
②申請書で提供された、選手会の取得した情報の選手会による利用に関する許諾
③申請書のコピーの選手への提供
④選手ごとのマネジメントフイの選手への明示
⑤選手会のミーテイングへの参加
⑥エージェント報酬の制限の遵守
⑦代理人契約書（写し）の選手会への送付
⑧会計検査
エージェントは、選手（現在の契約選手に限らず、かつての契約選手も含まれる）や選手会の
求めに応じて、選手に対して提供されたサービスに関係する会計記録について公認会計士、専
門家による監査を受けなければならない。
⑨代理人の所持する記録の移転
⑩選手の権利侵害の報告
球団、その他関係機関による基本合意書違反の疑いがある場合には、選手にアドバイスをする
とともに選手会に報告しなければならない。
⑪クライアン卜ではない選手との会話の開示
⑫選手会の求めに応じた、情報提供並びに協力義務
⑬エージェント会社の雇用者に対する適切な監督
⑭その他本規則の遵守
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（ 4 ）認証後の規制（ ５ 条（B））
　認証後にもエージェントには多くの禁止事項が課されている。以下のような事項に反すると懲戒
事由となる。
①認証を受けていないエージエントによるエージェント活動
②認証を受けていないエージエントによる代理行為
③認証を受けていないリクルータもしくは顧客サービス提供者の雇用
④ CMS 提供者等への不適切な報酬
⑤不適切な勧誘行為
⑥忠実義務違反
⑦エージェント間の紛争に関する選手会による仮決定（ 4 条（L）（ ３ ））に対する違反行為
⑧開示すべき情報の不開示
⑨シーズン終了後にクライアントではない選手と会うための移動についての情報の不開示
⑩選手との接触禁止：選手から今後接触を止めることを求められた場合、その選手との接触を
続けてはならないとされる
⑪選手や選手会への開示すべき情報の秘匿もしくは誤った情報の提供
⑫選手や同僚の代理人を誹謗するような行為、球団との協力の禁止
⑬代理行為をする上での利益相反行為
⑭団体交渉権を制約する交渉
⑮選手の内密の情報の開示
⑯その他エージェントとして違法、不誠実な行為
⑰ストライキもしくはロックアウト中の代用選手の代理行為
⑱強制仲裁の回避及び仲裁決定の不遵守
⑲選手会による給与仲裁プログラムの遵守違反
⑳メジャーリーグ規則 ３ 条（K）項違反行為（改ざん行為）
禁止薬物の提供もしくは取得の幇助
その他本規則の違反行為
　④の CMS 提供者等への不適切な報酬に関しては、選手会に情報開示することなく、CMS 提供者
等に選手 １ 人あたりのエージエント報酬の2５％を超える額を、またはエージエント報酬全体の５0％
を超える金額を与えることは原則として禁止されている。⑤の不適切な勧誘行為に関しては、勧誘
活動や顧客サービス（CMS）については、選手会では、クライアントである選手に代理人が年間５0
0ドルを超える贈与 ･ ローンの提供を原則禁止した。但し、選手の親族や関係者に対する贈与 ･ ロー
ンについては除くとされている。また、同様に、クライアントに留まることを条件とした贈与 ･ ロー
ンの提供も禁止されている。さらに、選手に提供される用具類は、年間の総額で１５00ドルを超えて
はならないとされ、これら提供された用具類はすべて選手会に情報提供しなければならない。
　また、新たな選手を勧誘する場合にも様々な制限が設けられており、クライアントではない選手
に対する贈与やローンの提供は禁止され、食事については １ 回のみ認められる。この場合、同席し
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た選手の氏名、食事の目的 ･ 金額について選手会に通知することが義務付けられている。さらに、
オフシーズンにクライアントではない選手と会うための会合に参加する場合には、旅行開始から７2
時間以内に、少なくともその会合の １ 日前には選手会に事前に E ールで通知することが求められて
いる。また、そこで交わされた会話内容、選手の氏名なども報告しなければならない。⑬の利益相
反行為については、同一一球団において複数選手を代理することは必ずしも利益相反とはならない
とされている。利益相反に該当する行為としては、①メジャー・リーグもしくはマイナーリーグ球
団等の取得あるいは金銭的利害関係を有する場合、②球団、その他関連企業 ･ 関係者から金銭等の
授受が例として挙げられている。
（ ５ ）エージェントの内部関係に関する規制（規則 4 条（ １ ）（ 2 ））
　これまで MLB 選手会は、制限約款（Restrictive Covenants）が選手の選択の自由を制限すると
して反対してきたが、今回の改正において、制限約款の有効性を認める方向でその立場を変更した。
制限約款とは、たとえば、エージェント会社に所属していた代理人が自ら会社を設立するとか、他
のエージェント会社に移る場合に自分の抱えていた選手も引き連れて転職することを制限するもの
である。エージェントしての活動を制限するものとして、たとえば、①競争者として活動を制限す
ること、②特定の選手の代理や役務提供を制限すること、③特定の選手の勧誘活動を制限すること、
④営業機密の使用・開示を制限すること、⑤元雇用主の従業員を勧誘・雇用することを制限するこ
となどとされる。
　但し、制限約款は無条件に認められるのではなく、その有効性を判断するための 4 つの基準が示
されている。制限約款の合理性を判断する考慮事項としては、①制限を求める地理的範囲が営業利
益を正当に保護するだけの必要な範囲であるかどうか、②制限の期間が正当な期間といえるかどう
か、③リクルートや代理人活動に関する制限がその制限を求める当事者と当該選手との間の関係性、
この他④元の雇用主との間で競合することによって生じた損失もしくは利益の求償規程が正当な範
囲内であるかどうかが判断されることになる。
　なお、この制限約款をめぐる紛争は最終的に選手会の仲裁手続きに服するとの仲裁条項を制限約
款に記載することが義務付けられている。
４ ．まとめに代えて
　UAAA（SPARTA も含め）と MLBPA 規則とを比較してみると、エージェントに関する定義は、
勧誘者を含める点で UAAA の定義が広いものとなっているが、現実的には、勧誘者が登録をする
ことは稀であろう。また、本来のエージェント活動をしていない者も含めているために、規制の対
象が明確化していないといえる。登録申請要件については、UAAA も MLBPA 規則も詳細な記載を
求めているといえ、認証基準もほぼ同一の内容となっている。UAAA は学生選手が（プロ選手にな
るまでの）エージェント契約締結に至るまでの法的規制といえる。いわゆる入口規制としての性格
が強いわけであるが、選手にとって重要なのはエージェントが適切に活動してくれることが重要な
のであり、UAAA は必ずしもこの点を担保してはいない。そのため UAAA（SPARTA も含めて）
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は選手を保護するための法律ではないとの批判を受けることになる。そのため、MLBPA 規則が不
必要な物品の提供など選手の勧誘方法 ･ 勧誘期間を制約するなどエージェント活動に関する行動規
範を定めることで選手を保護してきたといえる。
　UAAA、SPARTA でも、MLBPA 規則でもフィディシャリー（信認関係）という言葉が使われ
ている。樋口教授によれば、「信認関係とは，契約関係がもつ取引の自由と 身分関係の特色である
権力と依存の関係を修正して組み合わせたものである。契約関係と身分関係のそれぞれいいところ
をとった関係であり，自由に関係を創設しながら，かつ一定の範囲で他に依存できる関係を作るた
めのものということになる」とされ、「契約関係においては，自分の利益は自分で守らなければなら
なかったのに対し，信認関係にあっては、受認者は受益者の利益を図らねばならない義務を負う。
それどころか自らの利益を図ってはならないのであり，受益者のためだけに行動しなければならな
い。これを忠実義務（duty of loyalty）という。受益者は，受認者に対して，自分のためだけを考
えて働いてくれることを当てにしてよい。安んじて依存できる。これはアメリ力において，契約関
係とまったく異なる点である」とされる。
　スポーツ代理人になるということは、エージェント契約という単なる「契約関係」ではなく、対
等な当事者モデルから依頼者（受益者）の利益を優先する形で誠実に行動しなければならないこと
である。ここでの依頼者（受益者）とは当然選手を指すことになるが、MLBPA 規則が想定するフィ
ディシャリーとはエージェント間における行動規範や選手会に対する行動規範を定めることで、も
う少し範囲が広いようにもみえる。スポーツ・エージェントにフィディシャリーとしての責任を求
めていくということは相当な負担があるようにも思われるが、MLB 選手会が行おうとしているモ
ニタリングというシステムはまさに個々のエージェントと選手会との間で交わされる相互の情報交
換を通じて信頼関係を形成しながら、委任者（選手）と受任者（エージェント）との間のある種の
「後見的」役割を果たしているものと思われる。これは、新たな代理モデルとも考えられる。
わが国ではプロ野球においては2000年に代理人制度が導入されて以来、１５年が経過しようとしてい
る。プロ野球の発展にとって代理人の役割について再検討する時期にきているのではなかろうか。
［付記］
　本研究は20１３年度中京大学特定研究助成「日米におけるスポーツ代理人の実態調査」研究成果の
一部である。本稿脱稿直前にエージェントから選手に対する勧誘行為が一部緩和するなど MLBPA
規則の一部改正がなされた。本稿では改正箇所を反映させることができなかったことをお詫び申し
上げる。
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